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 (1)　主として体験活動を通じて、環境についての理解を深める学習（以下「環境学習」という。）の機会を提供する事業を
　　実施すること。
 (2)　環境に関する資料を収集し、これらを展示、貸出等により環境学習を活用すること。
 (3)　環境に関する情報の収集及び提供を行うこと。
 (4)　環境学習について指導的な役割を担う者及び自ら環境の保全と創造に関する活動を実践する者の育成を行うこと。
 (5)　前各号に掲げるもののほか、体験館の目的を達成するために必要な業務。
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環境の大切さに気づき、環境について学ぶ機会を提供することにより、県民一人ひとりの環境に対する意識の向上に資す
るとともに、健全で恵み豊かな環境を保全し、ゆとりと潤いのある美しい環境を創造するための県民の活動を促進する。
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状況調査基準年月日 令和4年4月1日

視聴覚室兼研修室

【視聴覚室兼研修室利用料金】
　AM：2,200円　PM：4,500円　終日：7,800円
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（１）収支状況
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過去最高の利用者数を維持
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９　施設の見直し方針

民間・市町との
役割分担

地球温暖化など環境問題は広域的なものであり、県が総合的な環境学習プログラムの提供等を行うとともに、県民・事
業者・NPO・行政等の連携・交流を促し、環境の保全と創造に関する意識の向上と活動の促進を図っていく必要があ
る。

受益と負担の
適正化

　施設への入場料は、体験型の環境学習プログラムや地球温暖化対策技術の見学など県民の環境学習を推進するた
め無料としている。一方、シアターの専用利用については、使用料（利用料金）を徴収しており、その金額は、近隣施設
並に設定している。

７　運営評価

必要性

８　指定管理者制度導入の効果　　（※　直営施設については、導入しない理由）

導入効果等
　環境学習ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの実施や地域の環境保全活動を行うﾘｰﾀﾞｰ等の人材育成など、指定管理者がこれまでに蓄積したノ
ウハウを十分に生かした効果的な運営が行われている。

有効性

効率性

ひょうごの環境に対する県民意識調査（平成24年度）において、最も関心の高い環境問題は「地球温暖化」で、７割を超
え突出していること、（新型コロナウイルス感染拡大防止対策による閉館等で大幅に利用者が減った令和２年度を以降
を除き）平成26年度以降、利用者が30千人を超えているなど、科学・エネルギー実験やエコ工作、自然散策などの体験
活動等を通じて県民一人ひとりの環境保全に対する意識向上を図るための学習拠点として必要である。

昨年度に引き続き、新型コロナウイルス感染拡大防止のため学校による環境学習の中止により目標は達成出来なかっ
たが、体験型の環境学習プログラムの実施（88回）や、地球温暖化防止に関する展示等により、利用者が日常生活で
取り組める対策や行動を分かりやすく学ぶことができるとともに、環境活動グループやボランティア活動等の幅広い参
画と協働、他の環境学習施設等との連携によるプログラムの実施やイベントの開催などを行っており、環境に対する県
民意識の向上と具体的な行動の実践に寄与している。

環境活動グループやボランティア等との連携による環境学習プログラムの実施や、省エネ・節電の取組み強化等により
経費の削減を図るなど、効率的な運営を図っている。

見直し方針
　県民の環境保全に対する意識向上を図るための学習拠点として今後も必要であり、引き続き事業を継続する。また、
効果的・効率的な運営のため、引き続き、指定管理者の公募により運営を行う。

見直しの理由・
考え方

　体験型の環境学習施設であり、環境学習についての豊富なノウハウを持つ指定管理者を引き続き公募により指定す
ることで、指定管理者の主体的な取組を活かし、施設維持管理費を削減するなど、効率的な運営を図ることができる。


